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１．はじめに 

近年、気候変動の顕在化で頻発している土砂・洪

水氾濫では、大量の土砂を含む泥水が河道外を流下

し、多数の家屋被害が生じるとともに、多くの人命

が失われている。本研究では、土砂・洪水氾濫によ

る被害の発生要因をより詳細に把握することを目的

として、土砂・洪水氾濫の再現計算を実施した上で、

家屋被害程度との関係について分析するものである。 

 

２．調査概要 

調査対象地は、令和元年台風19号により土砂・洪

水氾濫が発生した阿武隈川水系内川支川五福谷川流

域である。分析に用いた家屋被害程度は坂井ら1)の

結果を用いた。再現計算に用いた2次元河床変動計算

モデルは、和田ら2)を参考として構築した。 

 

３．調査結果 

 再現計算による最終堆積深の結果と災害前後の航

空レーザ測量による河床変動の実績を示す（図-1）。

全体的な堆積傾向は概ね類似しており、再現

計算による堆積土砂量は航空レーザ測量の差分解析

による実績の堆積土砂量の90%以内に収まる結果と

なった。このことから、再現計算は実際の土砂流

出・堆積状況を精度良く再現できていると考えられ

る。 

 次に、再現計算で算出した流体力と家屋被害程度

の関係を示す（図-2）。流体力が増加するほど、家

屋被害程度が大きくなっており、土砂・洪水氾濫に

よる家屋被害の発生状況を一定の精度で再現できて

いると考えられる。 

 

図-1 河床変動の実績（左）と再現計算結果（右） 

 

 

図-2 流体力と家屋被害程度 

 

４．まとめ 

今後は、より詳細に検討を進め、土砂・洪水氾濫

発生時の家屋被害の発生要因や土砂が家屋被害に及

ぼす影響、家屋被害を適切に推定する指標を明らか

にしたいと考えている。 
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１．はじめに 

我が国は国土のおよそ７割が山地に該当し、地震

や豪雨によって頻繁に斜面崩壊が発生している。そ

のため、調査や研究がこれまで数多く行われ、様々

な知見が集積されてきた。これらの知見はたとえば

土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）や土砂災害

警戒区域（イエローゾーン）として、土砂災害防止

法の中で組み込まれて地域住民の安全に寄与してい

る（図-1）。一方、火山灰や火砕流などの火山性地

質が分布する地域を中心に、崩壊で発生した土砂が

流動化する現象が報告されている。土砂が流動化す

ると、図-1で示される、一般的な想定土砂到達範

囲を上回る規模で土砂が移動する可能性があり、そ

の結果、対策・予防の範囲が十分でないことから、

甚大な被害につながる可能性がある。土砂流動化

は、主に火山性地盤の風化・変質によって発生            

 

 

しやすくなると言われており（千木良他，2012）、

このような地質リスクを含む斜面の把握・対策は、

防災・減災の観点から喫緊の課題といえる。当研究

室では、これまで国内で発生した土砂災害の調査結

果を整理し、AMI（Approximate Mobility Index）

という土質特性を用いた評価手法を適用した、土砂

流動性の指標としての評価可能性を検討した。 

  

２．手法および試料 

 AMIは米国で提唱され、土壌の飽和含水比（％）を

液性限界（％）で除した指標値である（Ellen & 

Fleming, 1987）。この指数は斜面崩壊の多様な土砂

移動に着目した研究を元に考案され、我が国での適

用検討事例は山本ほか（1999）などわずかしかない。

土砂流動性を評価する指標では、国内では等価摩擦

係数などがあるが、これは斜面高さや土砂移動距離
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図-1 土石流・急傾斜地の崩壊・地すべりにおけるレッドゾーン・イエローゾーンの範囲 - 国土交通省HPより - 
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等を調べる必要があるため、潜在的な地質リスクを

評価することには向いていない。一方、AMIは斜面崩

壊のしやすさではなく、崩壊した時の土砂の流動性

を示している点が特徴といえる。また，AMIの算出に

は特別な機械や処理を必要とせず、JIS規格で定めら

れた一般的な土質試験の値から求めることができる。

しかし前述の通り、国内の適用事例が少ない点につ

いては、①斜面災害調査では一部の土質試験が行わ

れない場合が多い、②米国と比べて我が国の地質が

非常に複雑であるため解釈が難しい、の２点が理由

として考えられる。 

𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴 =  
𝑊𝑊𝑊𝑊𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠(飽和時含水比）

𝑊𝑊𝑊𝑊𝐿𝐿𝐿𝐿(液性限界,％）
 ⋯式(1) 

  

 AMIを求める計算式を式(1)に示したが、収集した

崩壊事例の中には、前述の通り土質試験の一部が実

施されていないものがある。その場合は地盤工学会

で示されている一般値を代入するか、Matsuo et 

al(1970)やKek et al(2021)の換算式を用いて代入

値を推定してAMIを算出した。本検討では、崩壊の要

因（地震か降雨）や地質（火山性か非火山性など）

等の、全国の土砂災害事例から、土砂の流動性につ

いての報告があった21事例，合計173試料のAMIを算

出した。 

 

３．結果 

AMIの値は図-2で示すように、赤線と黒線に区切ら

れた３領域中に位置する範囲で、それぞれ流動特性

が異なると定義されている。境界値となるAMIはそれ

ぞれ、黒線=0.45、赤線=1.0であり、各領域の流動特

性は表のように示されている。 

結果は全体的に約８割の試料が1.0以上を示して

おり、その他についても0.45〜1.0の範囲に収まって

いた。このことは実事例とAMIが大きく乖離していな

いことを示している。また、図-2中にエラーバーで

表示されている推定幅についても、0.45以下の範囲

に及んでいないことから、換算値を用いた推定値で

も結果に大きな影響を与えないことがわかった。さ

らに、火山性地質（青丸と橙丸）の試料のAMIは0.9

〜3.0で、非火山性地質に比べると高い流動性を示す

傾向が確認された。 

改めて式(１)で示している式について考察すると、

AMIは水の量比を示しており、分子は自然斜面の最大

保水量、分母は崩壊後の流動性が維持できる最小の

保水量と解釈できる。つまりAMIの値が大きいほど、

崩壊した土砂の撹乱・排水の時間が長くなり、土砂

の移動距離が長くなると解釈でき、整理した結果と

実際の土砂動態と整合的であったといえる。 

 

 ４．まとめ 

 AMIは米国で提唱されたものであるが、物性値が示

す意味を考慮すると、複雑に地質が分布し、湿潤な

気候帯に属する我が国においても、崩壊土砂の流動

性評価に適用できる可能性が示された。一方、推定

値を使用する場合は誤差の扱いに注意が必要である。

今後、地形条件なども含め、さらなる検討を進める

予定である。 

表 AMIの値の範囲による流動特性 

 

図-2 地質の違いによるAMIの分布 

赤線がAMI=1.0, 黒線がAMI=0.45， 

青・橙丸：火山性地質，灰丸：非火山性地質 
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